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熊本市議会議長 田 中 敦 朗 様 

 



 

意  見  書 （案） 

 

 冤罪被害者を救済するため、関係各界とも協力の上、再審制度

のよりふさわしい在り方について議論を深めていただきますよう

要望いたします。 

 

（理 由） 

再審制度は、刑事訴訟法第 435 条に定めるとおり、「有罪の言渡

をした確定判決に対して、その言渡を受けた者の利益のため」に

存在し、特に近年国民の関心の高い冤罪を防ぐ観点からも，重要

な制度です。    

こうした観点から、平成 28 年に成立した刑事訴訟法等の一部を

改正する法律附則第９条第３項においては、再審制度の在り方に

ついて検討することが求められており、それを受けて、平成 29

年３月には、最高裁判所、法務省、日本弁護士連合会、警察庁の

担当者で構成する「刑事手続に関する協議会」が設けられ、さら

に令和４年７月には、刑事法研究者、法曹三者、警察庁及び法務

省の担当者で構成する「改正刑訴法に関する刑事手続の在り方協

議会」が設けられ、協議・意見交換が行われております。   

有罪の判決を受けた者の利益の保障と、実体的真実の発見及び

適正手続の保障という司法における重要理念の双方が法令等によ

り担保され、もって適正な審判と法執行を希求するという視点は

重要です。 

しかしながら，再審請求審における証拠開示について一般的な

ルールを設けること自体が困難であることや、通常審と再審請求



審とのそもそもの手続構造の相違など、多くの課題、問題点が指

摘されております。   

一方で、現実に無実の国民が冤罪によって人生を狂わされてい

ることも事実として受け止めなければならず、冤罪被害者を一刻

も早く救済するためにも早急な対応が求められております。 

 よって、政府におかれては，関係各界とも協力し、再審制度の

よりふさわしい在り方について議論を深められるよう強く要望い

たします。   

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出いたします。 

   

令和  年  月  日 

 

議 長 名 

    

   内 閣 総 理 大 臣 

   法 務 大 臣 

    

宛（各通）  


